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≪次 第≫

（１）知事あいさつ

（２）議 題
国の総合経済対策を踏まえた本県の対応について

（３）意見交換

日時 令和５年１１月９日（木）

午後３時３０分～４時

場所 第３応接室

鳥取県経済対策会議

国の総合経済対策の概要

2

○重点支援地方交付金の追加措置（１．６兆円）
・住民税非課税世帯１世帯あたり７万円を追加支給（１．１兆円）
・地域の実情に応じた物価高騰対策等の支援（０．５兆円）
⇒・小中学校等における学校給食費等の支援
・ＬＰガス使用世帯への給付支援
・特別高圧やLPガスを使用する中小企業や飼料等を使う農林水産業者に対する支援、医療・介護・保育施設や
学校施設などエネルギー価格や食料品価格の高騰に対する事業者支援 など

○その他、医療・介護・障がい福祉分野の人材確保に向けた財政措置やGIGAスクール構想の更なる推進、農林水産業に
おける生産基盤の維持・強化（産地生産基盤のパワーアップ・畜産クラスターなど）等

内 容 財政支出規模 事業規模
物価高から国民生活を守る ６．３程度 １２．８程度
地方・中堅・中小企業を含めた持続的賃上げ、所得向上と地方の成長を実現する ３．０程度 ９．１程度
成長力の強化・高度化に資する国内投資を促進する ４．７程度 ７．５程度
人口減少を乗り越え、変化を力にする社会変革を起動・推進する １．６程度 １．７程度
国土強靱化、防災・減災など国民の安全・安心を確保する ６．１程度 ６．３程度

合 計 ２１．８程度 ３７．４程度

 国・地方の歳出と財政投融資を合わせた財政支出は２１．８兆円程度、民間支出などを含む事業規模
は、３７．４兆円程度。

 令和５年度補正予算における一般会計追加額は１３．１兆円（重点支援地方交付金による低所得者世
帯向けの支援１．１兆円を含む）、特別会計の追加額は１．２兆円。

 これと定額減税による「還元策」（３兆円台半ば）及びその関連経費とを合わせると経済対策の規模
は１７兆円台前半程度と見込まれる。

（単位：兆円）
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鳥取県総合経済対策

 生活困窮者支援 （※冬期間の暖房に必要な灯油等の高騰分も支援）
 学校給食費等負担軽減
 ＬＰガス・特別高圧電⼒料⾦高騰支援 （※終期については国の電気・ガス料⾦支援の対応などを踏まえて検討）
 医療機関・社会福祉・保育施設等物価高騰支援
 中⼩事業者の資⾦繰り対策 （※エネルギー・原材料価格高騰対策特別⾦融支援を年度末まで延⻑）
 農林⽔産業に係る物価高騰支援 等

物価高を乗り越える緊急対策（「重点⽀援地⽅交付⾦」を活⽤）
※物価高の影響を受けている生活者・事業者を幅広く⽀援するため、網羅的な対策を検討

経済・雇⽤とくらしを⽀える
 介護・障がい福祉施設職員等の処遇改善支援
 コメ産地における高温障害対策 （※研究会を⽴ち上げ検証し、令和６年に向け高温障害対策技術を検討）
 産地生産基盤パワーアップ、鳥取型低コストハウス、畜産クラスター施設整備支援 等

防災・減災対策、道路ネットワークの機能強化（公共事業）
 防災・減災、国土強靭化のための社会基盤整備
 北条湯原道路、江府三次道路等の地域高規格道路の整備促進 等
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福祉・医療・介護分野への支援
【物価高騰対策】

〇生活困窮者灯油等光熱費支援

生活困窮者に対し、冬季の灯油代等の光熱費等の助成を行う市町村に補助金を交付し、

生活困窮者の生活支援対策を行う。

〇医療機関・社会福祉施設等物価高騰支援

収入が公定価格で決まっており、物価高騰分を価格転嫁できない医療機関、高齢者施設、障がい者施設、

救護施設等に対し応援金を追加支給する。

【その他支援】

〇介護・障がい事業所等職員の処遇改善支援
介護・障がい福祉事業所等の職員、看護補助者等の収入の引き上げ措置を行う

ための交付金を交付する。

➢対象期間はR6.2月～5月

〇生活困窮者の相談支援体制等拡充

市町村に配置する自立相談支援員等の追加配置や生活困窮者支援を行うNPO法人や社会福祉法人等

への活動経費を支援する。
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中小企業向け支援

【事業者支援】

○ 特別高圧電力を利用する県内の中小・小規模事業者等を支援
• 国の電力・ガス価格抑制支援策の延長に連動し、国施策の対象とならない

特別高圧電力を使用する事業者に対する支援を延長

○ 物価高騰を乗り切るための経営力向上を支援
• 物価高騰を乗り越えようとする、県内事業者の賃金引上げや生産性向上、

従業員の人材育成等を支援

【燃油・原材料価格高騰や円安に対応した資金繰り支援】

• 発動中のエネルギー・原材料価格の高騰対策資金の受付期間を延長

併せて、県と市町村が協調し最大実質無利子化（1.43％→ゼロ、最長３年間）を引き続き実施

【専門家への相談窓口】

• 「価格適正化と賃金アップに向けた専門家相談窓口」の開設期間を延長
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農林水産業者等向け支援
燃油等、物価高騰の影響を受ける県内農林⽔産業者を支援するとともに、生産基盤の強化に向けた
取組を支援する。

畜産業関係

 和子牛の売買価格が採算の目安を下回った農家に対し支援

農業関係 林業関係

水産業関係

 意欲的な農業者、法人等による省エネ対策機械・施設の導⼊を支援

 育林コストの削減やCO2吸収源対策の強化が期待できる特定⺟
樹の苗木生産に必要な種子を供給するため、先進的な育種技術
を持つ事業者に対し、新たな採種園造成を支援

 沿岸漁業者等に対し、経営改善を図るための漁船用機器・漁具
の購⼊や漁船の改造等に要する経費を支援

１ 和子牛価格対策事業【物価高騰対策】

１ みんなでやらいや農業⽀援事業【物価高騰対策】

４ 特定⺟樹等早期供給体制構築事業

１ がんばる漁業者⽀援事業【物価高騰対策】

２ 特⽤林産生産資材価格高騰⽀援事業【物価高騰対策】
 コスト低減等に取組むきのこ生産者の資材価格上昇分の一部を

支援

１ 低コスト林業機械リース等⽀援事業【物価高騰対策】
 省エネルギー機械整備を支援

３ ⽊材産業国際競争⼒強化対策事業
 県内スギ人⼯林等を伐採搬出するための基盤整備、木材加⼯流

通施設の⼤規模化・効率化等を支援

２ 畜産クラスター施設整備事業
 畜産クラスター計画に位置付けられた地域の中⼼的経営体が⾏う

施設・機械整備を支援

３ 産地生産基盤パワーアップ事業
 収益⼒強化に意欲的に取組む産地に対し、施設整備、農業機械

及び生産資材の導⼊等を支援
４ 鳥取型低コストハウスによる施設園芸等推進事業
 鳥取型低コストハウスの導⼊を支援

２ ⼟地改良区⽀援等事業【物価高騰対策】
 農業⽔利施設の省エネルギー化・コスト削減に取り組む土地改良

区等を支援

8

５ コメの高温障害対策緊急事業
 研究会を⽴ち上げ検証し、高温障害対策技術を検討



こども・子育て・女性活躍に向けた支援

○ 保育施設、私立学校等への物価高騰対策支援

物価高騰により厳しい運営状況にある県内の保育施設、子ども食堂、児童養護施設、

DV被害者等支援施設、障がい児福祉施設、私立学校等に対して、光熱水費や

食糧費の高騰分を支援

○ 障がい児福祉施設職員の処遇改善支援

障がい児福祉施設等に対して、職員等の収入の引上げ措置を行うための交付金を交付

○ 女性活躍・キャリアアップ支援

女性管理職等のネットワークづくり支援、キャリア形成等に資する研修会の開催、女性管
理職登用に向けたメンター派遣などにより、企業等における女性の活躍を推進
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※幼稚園、保育所等における性被害・不適切保育等防止対策も併せて実施

交通事業者への支援・観光・インバウンド対策
昨今の燃料・原材料費の高騰による運送コストの上昇によって、厳しい経営状況にある交通事業者を

緊急支援する。

 厳しい経営状況にあるバス・タクシー事業者及び第三セクター鉄道事業者に対し、⾞両維持に係るメンテナンス
費用等や動⼒費の増加等に係る支援を実施

車両整備維持、動力費増への支援

サイクリストの聖地鳥取県整備事業（サイクルツーリズム推進事業）

＜ナショナルサイクルルート指定に向けた⾛⾏環境の早期整備＞
 鳥取うみなみロードのうち、県整備区間における矢羽根や注意喚起表示、案
内看板等の整備の前倒し実施

《⽮⽻根・注意喚起表⽰例》

※国際定期便再開・新規就航に向けた緊急対策事業も併せて実施

・国際航空路線再開・新規就航に向けたプロモーション強化

・国際航空路線再開を踏まえたインバウンドの受入環境の充実
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燃油高騰対策（ＬＰガス、クリーニング業）等

 国の電⼒・ガス価格抑制支援の対象とならないLPガス利用者に対して、販売事業者を通じて利用料の負担軽減を追加実施

【自然公園の安全性向上】

 クリーニング業は経費に占める燃料費の割合が高く、原油価格高騰の影響が⼤きいことから、ボイラー使用に係る燃料費を
追加支援

 中国自然歩道及び登山道（⼤山・氷ノ山等）の改修（Ｒ６年度の前倒し施⼯）

 市町が実施する上下⽔道管路等の耐震化・⽼朽化対策等の支援
【上下水道施設の改修】

【クリーニング業への⽀援】

【ＬＰガス利⽤料⾦軽減⽀援】
燃油高騰対策

その他

防災・減災対策、道路ネットワークの機能強化
激甚化・頻発化する自然災害やインフラ⽼朽化等の危機を克服するため「防災・減災、国⼟強靱化のための5か年加速化対

策」に基づく流域治水対策や道路ネットワーク機能強化等の取組を着実に推進し、地域高規格道路の整備の進捗を図るととも
に災害に強い県⼟づくりを進めていく。

●防災・減災、国土強靱化関係予算
・河道掘削、河川改修、流域治⽔対策、砂防堰堤、急傾斜地・地すべり対策、道路ネットワークの機能強化等
・地域高規格道路整備（北条湯原道路、江府三次道路等の国土強靱化に資する道路ネットワークの機能強化）

●重要インフラに係る⽼朽化対策（河川、ダム、道路、港湾・漁港における予防保全の考え⽅に基づく⽼朽化対策等） 11

教育DXの推進や物価高騰に係る保護者負担軽減

教育におけるデジタル化や児童・生徒の学習環境整備を進めるとともに、物価高による給食費等の上昇分を支援
し、保護者負担を軽減する。

○1人1台端末の更新

GIGAスクール構想の第２期を見据えた1人1台端末の計画的な更新を行い、地方公共団体における効率的な
執行等を図る観点から、各都道府県に基金を設置する。（国は５年間支援を継続）

○デジタルを活用した教科横断的な学びの推進

各教科での学習を実社会での問題発見や課題解決に活かしていくSTEAM教育を推進するため、県立高校に高性能PCや
電子黒板等を整備する。（数校程度）

○特別支援学校の学習環境整備

県立特別支援学校の施設の維持及び老朽化等の進行に伴い必要となる長寿命化改修（エアコン更新等）、トイレの洋式化、
教室不足解消のための内部改修工事を行う。

○食材高騰に伴う県立学校給食費等の軽減（特別支援学校及び寄宿舎）
食材費の高騰等による学校給食費（特別支援学校）、寄宿舎食費の上昇分等を支援し、保護者負担を軽減する。
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今後のスケジュール（見込み）
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【国】

１１月１０日（金） 補正予算案閣議決定

１１月２０日（月） 補正予算案国会提出

１１月中 補正予算成立

【県】

１１月２９日（水） １１月議会開会


